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１．研究目的

本研究は国籍など要素を取り上げて、外国人労働者

の流入が日本における代替的な関係の有無や経済的な

達成格差に与える影響を実証的な手法で明らかにする

ものである。

ここで言及した「代替的な関係」の定義は「外国人

労働者の導入によって、日本は賃金が全体的に低下し

てしまったこと」である。ここに書いた「経済的な達

成格差」とは「外部格差」と「内部格差」を内包した

概念である。「外部格差」の定義は「外国人労働者の

導入によって、外国人労働者と日本人労働者の間に経

済的な地位の格差が生じたこと」である。「内部格差」

の定義は「外国人労働者の導入によって、外国人労働

者の内部に経済的な地位の格差が生じたこと」、すな

わち、「外国人労働者は国籍によってホワイトカラー

につく確率が異なること」である。（１）

２．少子高齢化の進みと労働人口の不足

日本では未曾有な高齢化と少子化問題に直面してい

る。少子高齢化が世界的なトレンドとして諸国で進ん

でいるが、日本は全世界の国に比べても、類を見ない

速度で進んでいる。また、厚生労働省の人口動態調

査統計によると、2018 年に日本の高齢化率はすでに

「超高齢化社会」の基準を越えて、27% になっている。

それと同時に、日本の少子化問題も著しく厳しいもの

になった。厚生労働省の 2018 年の人口動態統計によ

ると、日本の合計特殊出生率はわずか 1.4 にとどまっ

ている。人口を維持できる 2.1 の置換水準と比べても

はるかに低い水準にとどまっている。少子化の進行と

伴って、日本は高齢化社会から抜け出せないどころか、

さらに悪化しつつある。

このような背景の中で、日本は人口減少による深刻

な労働力不足も深刻化している。国立社会保障・人口

問題研究所（2020）の推計によれば、日本の生産年齢

人口は 2015 年の 7,545 万人から、2040 年に 6,000 万
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人に減少見込みであり、経済に多大な影響を及ぼして

いる。内閣府（2015）によれば、人口減少は経済成長

に影響を与える要因は主に生産性、労働投入、資本蓄

積の３つが存在している。まず、最も直接的な影響は

労働投入で、生産年齢人口が少なくなると当然労働投

入も低くなる。そして、生産年齢人口は１％高まると、

労働生産性が 0.3% 程度に向上するが、逆に下がると、

生産性の低下が懸念される。最後、少子高齢化の影響

を受け、将来に備えて貯蓄を行う若者たちが激減して

おり、社会の総貯蓄も当然下がり、投資減少などの悪

影響を及ぼす。

上記の労働力の補充として、外国人労働者の受け入

れに対する関心が近年ますます高まった。

３．日本の賃金推移の実態と外国人労働者の導入

新興国はもちろん、同じく先進国であった欧米諸国

に比べても、日本の賃金低下が非常に目立つ存在であ

る。OECD（2013）の調査によると、1995 年の賃金を

100 基準として、2013 年までにユーロ圏の名目賃金は

149.3、アメリカの名目賃金は 180.8 に成長してきた。

いずれも大きな成長があったが、それに対し、日本の

み名目賃金は 87% までに衰退していた。日本がそれ

ほど賃金成長しない理由は諸説あるが、そのような背

景の中で、日本の賃金の低下は外国人労働者の導入に

よるものという声が世論のなかで高まっている。

確かに、バブル崩壊後、近年は少し改善していたが、

日本の賃金水準は総じて低下する傾向が見られる。国

税庁の民間給与実態統計調査から調べた日本の給与所

得者の平均給与額の推移によると、日本人の給与所得

は 1997 年に 419 万円の最高値に達した以来、2009 年

リーマン・ショック発生後の 350 万円までに年々低

下していた。2009 年から 2019 年までに賃金は回復し

つつ、2019 年時点に 380 万円前後を戻ったとは言え、

賃金の低下傾向は否めない。

しかし、こういった賃金の低下は外国人労働者の導

入によるものという結論を出し難いである。外国人労

働者の導入が本格的に開始されたのは 2006 年入管法

改正以後の緩和期であり、しかし、緩和期より、むし

ろ 1997 年から 2006 年までの方が、賃金の低下はいっ

そう激しいものであった。実際には外国人労働者本格

導入後、賃金の低下は中止したどころか、逆に上昇し

はじめた（国税庁　2020）。

また、賃金の低下が激しかった 1996 年から 2009 年

の外国人労働者の増加数は比較的穏やかなものであり

（厚生労働省　2007）、逆に、外国人労働者が大量流入

した時の 2009 年から 2019 年の期間においては日本の

賃金が回復し始めた（厚生労働省　2020）。すなわち、

日本の賃金低下は外国人労働者の導入と関係ないか、

ないしは外国人労働者の導入によって日本の賃金低下

が抑制できた可能性が低くないことが分かった。

４．外国人労働者の導入の代替性

日本国内では、データの制約、外国人労働者の受け

入れ経験の不足などの理由で、外国人労働者の導入に

関する実証分析が少なかったが、ある程度の先行研究

が蓄積された。よく知られているのが中村の 2009 年

の研究である。中村（2009）は経済学的な推測を行い、

外国人労働者の導入の影響に関して、３つの可能性が

存在していることを明らかにしている。図１（左）が

示すのは、外国人労働者の導入によって、日本の供給

曲線が右にシフトし、結果的に当然日本人労働者の賃

金を引き下げることに繋がるというものである。しか

し、もし、外国人労働者の流入と伴い、日本人労働者

の流出もあれば、供給曲線が左にシフトし、賃金を引

き下げない可能性も存在する（図１（中））。しかも、

外国人労働者の導入で、生産性の低い、単純労働に関

連する産業が温存され、または、安価な労働者に需要

のある資本の流入をもたらすことができれば、需要曲

線が右にシフトし、逆に日本人労働者の賃金を上昇さ

せる可能性も存在している（図１（右））。そのため、

外国人労働者の導入は必ずしも、日本人労働者の賃金

の引き下げにつながるわけではないと考えることがで

きる。

５．外国人労働者の導入に関する経済達成格差問題

日本社会では、日本人労働者の導入を巡る議論を盛

り上がっているが、大曲ら（2012）は外国人移住者に

ついては、『公的機関も活動家も研究者も、「差別」や「共
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生」といった言葉はよく使うものの、非正規雇用比率

や進学率で明白な「格差」が存在することは、ほとん

ど指摘されてこなかった』と論じた。一方で、海外で

は、Portes and Rumbaut（2010）、Duleep（2015）な

ど実データを利用した外国人労働者の社会的同化、特

に経済的同化問題の実証研究が近年注目されていた。

「経済的同化」とは、外国人労働者は一定期間にわたっ

て、本国の労働者と同じく経済的地位を達成できると

いう概念である。社会的弱者の必要に応じて資源が配

分されることが配分的公正の実現になるというロール

ズの公正理論に基づき、最も不遇な状態にいる人の利

益を最大化するというものである。即ち、日本国籍を

有する者だけでなく、在日外国人も社会の成員と見な

すべきと考えられる（佐藤　2012）。そうでなければ、

経済的同化が達成しにくくなり、最後、貧困の難境、

社会の矛盾の過激化に陥る恐れがある。

６．研究手法

上記先行研究の成果や制限を踏まえ、外国人労働者

の導入の代替効果、経済的な達成度の格差を明らかに

するために、本研究は都道府県のパネルデータを用い

た回帰分析、反復測定二元配置分散分析を巡り、分析

を行った。

具体的な手法は都道府県の賃金水準の対数値を従属

変数とし、外国人労働者が各都道府県を占める比率を

独立変数として、また、データの制限の中で、できる

限り賃金に影響を及ぼす可能性のある要素をコント

ロールし、外国人労働者の受け入れの賃金効果を明ら

かにする。また、賃金に対する効果は国籍によって異

なる場合もあると想定し、そういった国籍の効果を明

らかにするために、従属変数やコントロール変数が変

わらないまま、各国籍の外国人労働者が都道府県に占

める比率を独立変数とし、それぞれ回帰分析を行う。

経済達成度の格差状況に関しては 2000 年、2005 年、

2010、2015 年の都道府県の各国籍の上層ホワイトカ

ラー率に達成する確率を用いて、経済的な達成度の格

差を測る。上層ホワイトカラー率に達成する確率はが

異なる場合、「経済的な達成度の格差が存在する」と

判断できる。そして、経済的な達成度の実態について

各国籍の比較分析を行う。ホワイトカラー率が日本人

に近ければ近いほど、「経済的同化理論」によれば、

経済同化を達成した可能性が高いと考えられる。

そういった経済的な達成度の格差が存在するかを

判断するために本研究は反復測定二元配置分散分析

（Repeated Two-way ANOVA）を採用した。データ

の年度変動を経時的な繰り返しとして考え、経済的な

達成度を測るためのホワイトカラー率を、国籍、都道

府県の効果を配慮しながら、分散分析を実施する。そ

の結果は有意を示した場合、Bonferroni 法を用いた多

重比較を実施し、国籍別の比較を行った。

７．データ

本研究で利用したデータは、総務省の 2000 年、2005

年、2010 年、2015 年分の『国勢調査』、『就業構造基

本調査』（２）、『労働力調査』及び厚生労働省の 2000 年、

2005 年、2010 年、2015 年の『賃金構造基本統計調査』

から抽出した都道府県別のデータである。使用した

データはすべて R の E-stat API を用いて取得した。

出典：中村二朗 ,「外国人労働者の受け入れは何をもたらすのか」（2009）

図１　外国人労働者導入の影響に関する経済学の仕組み
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具体的には以下のとおりである。外国人労働者の賃

金効果を明確にするために、2000 年、2005 年、2010 年、

2015 年の都道府県別の外国人労働者の比率、平均年

齢、失業率、平均賃金、消費者物価指数（CPI）を取

得する。また、外国人労働者の経済的な達成の格差状

況を明確にするために、2000 年、2005 年、2010 年、

2015 年の都道府県別の非正規労働者の比率を取得す

る必要がある。

外国人労働者の比率は各年度の『国勢調査』から

15 歳から 65 歳日本人労働者人口に対する 15 歳から

65 歳外国人労働者の人口比率を採用する。平均年齢

は各年度の『国勢調査』から取得した１歳以上のすべ

ての年齢の平均である。失業率は、『労働力調査』に

含まれるデータを参照した。非正規労働者の比率は『就

業構造基本調査』の正規の職員・従業員以外の数に対

する雇用総数の割合であり、都道府県別の年間平均賃

金は『賃金構造基本統計調査』から得た各都道府県の

「きまって支給する現金給与額」を 12 か月に掛けて、

「年間賞与その他特別給与額」を加算したデータに当

年度の消費者物価指数（CPI）を修正して利用する。

８．外国人労働者の賃金効果に関する回帰分析

表１に示されたように、固定効果と変量効果モデル

をどちらに選択する Hausman 検定によれば、１% の

有意水準のもとで、固定効果モデルが支持される。ま

た、T ＞ 2 の場合、固定効果モデル推定量において

FD（First Difference）推定と Within 推定両方使え

るため、FD、Within 推定の結果をともに注目する。

表１（付録参照のこと）の FD、Within 推定の結果

より、５% の有意水準のもとで、外国人労働者の比

率の上昇は都道府県の平均賃金を低下させなく、逆に、

都道府県の平均賃金を上昇させることが分かった。す

なわち、各都道府県の労働者に占める外国人労働者の

比率が多ければ、その都道府県の平均賃金が増加する。

先行研究に基づいて外国人労働者に注目するに際し

て、導入する労働者の背景にも注目しなければならな

いが、入手できる都道府県データの制限がある。その

ため、国籍の効果のみ考慮する。国籍別の効果を見れ

ば、表２（付録参照のこと）に示すように、中国、韓国・

朝鮮以外の国籍に都道府県の賃金に正の効果を認める

ことができた。特にイギリス、インドネシア、ベトナ

ム国籍の労働者は賃金上昇効果が非常に高く、固定効

果 Within モデルと FD モデルにおける係数ともに 20

を超えた。すなわち、それらの国籍の労働者が都道

府県人口に占める比率が１% 増えると、賃金（百万）

の対数値は 0.2 増加する（３）。

９．外国人労働者の経済的な達成度に関する比較分析

表３（付録参照のこと）に示すように、１% 有意

水準のもとで、年度、国籍及び年度と国籍の交互作用

項いずれも有意であることが分かった。つまり、上層

ホワイトカラー率に就く確率は国籍によって、年度に

よって変わるだけでなく、年度の変動は国籍別のホワ

イトカラー率に影響を及ぼすことが分かった。また、

各国籍のホワイトカラー率の差をはっきりするため

に、各国籍のホワイトカラー率のデータに注目する必

表１　都道府県の賃金（対数値）に与える効果のパネルデータ回帰分析

⑴ ⑵ ⑶
外国人労働者比率（対数値） 3.152*** 1.577* 1.475*

（0.697） （0.604） （0.703）
平均年齡 0.002 0.015*** -0.039**

（0.003） （0.003） （0.012）
失業率 -0.006 -0.015*** -0.010**

（0.004） （0.003） （0.003）
非正規労働者比率 -0.316* -0.932*** -0.928***

（0.133） （0.134） （0.118）
定数 6.036*** 0.093***

（0.108） （0.018）
モデル 変量効果モデル 固定効果 Within モデル 固定効果 FD モデル
観測値 188 188 141
決定係数 0.347 0.526 0.515
調整済み決定係数 0.333 0.353 0.500
Hausman 検定 261.47***

　　p*<0.1　p**<0.05　p***<0.01
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要がある。

表４（付録参照のこと）によれば、ホワイトカラー

労働者の占める比率は国籍によってばらつきが非常に

大きいことが分かった。４年分の加重平均数を比較す

ると、一番高いイギリス人労働者と一番低いブラジル

人労働者の差は 72.37% に達し、外国人労働者の経済

的な達成は国籍ごとには相当の差が存在している。

また、各国籍に対し、多重比較を行った結果、表５

の結果が導かれた。表５（付録参照のこと）の有意性

の結果を踏まえて、表６（付録参照のこと）のように、

表２　国籍別都道府県の賃金（対数値）に与える効果

固定効果 固定効果 変量効果 Hausman 効果判断
Within モデル FD モデル モデル 検定

イギリス人 163.12* 159.84* 375.103*** 271.63*** 正の効果
アメリカ人 10.570 24.824** 18.315 95.003*** 正の効果
韓国・朝鮮人 0.499 1.362 1.971 501.56*** 効果なし
中国人 0.136 -2.473 0.715 522.58*** 効果なし
フィリピン人 16.819*** 11.898 25.603*** 123.88*** 正の効果
ベトナム人 38.398*** 27.151** 51.415*** 66.145*** 正の効果
インドネシア人 73.899*** 79.264*** 82.654*** 360.09*** 正の効果
タイ人 25.668* -1.523 40.765*** 239.94*** 正の効果
ペルー人 21.363** 15.023 33.281*** 170.14*** 正の効果
ブラジル人 2.738* 4.511** 3.513** 294.72*** 正の効果
その他 30.936*** 22.449** 52.450*** 96.048*** 正の効果

p*<0.1　p**<0.05　p***<0.01

表３　国籍別労働者のホワイトカラー率に対する Type Ⅲ反復測定二元配置分散分析

Type Ⅲ平方和 自由度 平均平方 F 値
定数 142.104 1 142.104 24124.535***
都道府県 2.555 46 0.049      8.32***
国籍 175.931 11 15.994  2715.209***
都道府県×国籍 10.214 506 0.02      3.427***
残差 9.967 1692 0.006

p*<0.1　p**<0.05　p***<0.01

表 ４　ホワイトカラー率の記述統計

国籍 2000 年 2005 年 2010 年 2015 年 加重平均数
イギリス人 75.35% 77.45% 73.03% 74.63% 75.12%
アメリカ人 69.03% 72.66% 69.69% 68.81% 70.05%
その他の国籍の人 32.96% 32.49% 25.96% 23.33% 28.68%
韓国・朝鮮人 14.31% 14.97% 16.28% 17.63% 15.80%
日本人 15.74% 15.72% 16.92% 18.36% 16.69%
中国人 15.02% 11.96% 11.68% 14.05% 13.18%
フィリピン人 10.09% 10.43% 4.05% 4.65% 7.31%
タイ人 3.50% 6.72% 9.23% 9.36% 7.20%
インドネシア人 3.72% 6.34% 4.90% 5.79% 5.19%
ベトナム人 3.38% 4.12% 5.88% 4.71% 4.52%
ペルー人 1.37% 1.54% 2.31% 3.00% 2.06%
ブラジル人 1.68% 2.14% 3.20% 4.00% 2.75%

表５　多重比較の有意性結果

国籍 イギリス人 アメリカ人 その他の
国籍の人

韓国・朝
鮮人 日本人 中国人 フィリピ

ン人 タイ人 インドネ
シア人 ベトナム人 ペルー人 ブラジル人

イギリス人
アメリカ人 -3.23
その他の国籍の人 -29.56*** -26.33***
韓国・朝鮮人 -34.76*** -34.54*** -8.20***
日本人 -37.19*** -33.97*** -7.63*** 0.56
中国人 -39.43*** -36.20*** -9.87*** -1.67 -2.23
フィリピン人 -43.17*** -39.94*** -13.61*** -5.41*** -5.97*** -3.73**
タイ人 -43.24*** -40.01*** -13.68*** -5.47*** -6.04*** -3.81** -0.07
インドネシア人 -44.52*** -41.29*** -14.96*** -6.75*** -7.32*** -5.08*** -1.35 -1.28
ベトナム人 -44.94*** -41.71*** -15.38*** -7.17*** -7.74*** -5.51*** -1.77 -1.70 -0.42
ペルー人 -46.51*** -43.28*** -16.95*** -8.74*** -9.31*** -7.08*** -3.34 -3.27 -1.99 -1.57
ブラジル人 -46.07*** -42.84*** -16.51*** -8.30*** -8.87*** -6.63*** -2.90 -2.83 -1.55 -1.13 0.44

p*<0.1　p**<0.05　p***<0.01
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外国人労働者の内部の経済的な達成は４つのグループ

に分けることができる。同グループに分類された国籍

の間にホワイトカラー率が統計的に一致する。イギリ

ス、アメリカは経済達成が一番高い A グループ、 そ

の他の国籍の人がその次の B グループ、韓国・朝鮮人、

中国人、日本人が三番目の C グループ、タイ人、イ

ンドネシア人、フィリピン人、ペルー人、ベトナム人、

ブラジル人を経済達成の最も低い D グループに分類

する。そのため、A グループは「上層ホワイトカラー

型」の外国人労働者、B グループは「混合型」の外国

人労働者、C グループは「日本人型」の外国人労働者、

D グループは「ブルーカラー型」の外国人労働者と考

えられる。

12 国籍の労働者の中で、欧米人はすべてホワイト

カラー率の高い A グループに分類された。その反面、

東南アジア諸国出身者や、南米出身者などはすべてホ

ワイトカラー率の D グループに分類された。その他

の国籍の人に関しては、複数の国籍効果が認められた

ため、結果的に他のグループに分類できない独特なグ

ループになったと考えられる。

10．分析結果

表７（付録参照のこと）のように、ホワイトカラー

率の賃金に対する影響を検討すると、賃金に対する影

響が存在しないグループは日本人のホワイトカラー率

に近い C グループのみである。ブルーカラー職に主

に従事するブルーカラー型の外国人労働者にせよ、高

度な技術職、管理職に従事する上層ホワイトカラー型

にせよ、日本の平均賃金に正の影響を与えている。す

なわち、日本人と比べて経済的な達成度が高低を問わ

ず、経済的に同化されていなかった国籍の労働者は経

済的に同化された国籍の労働者よりも、日本の賃金を

引き上げる効果を持っていることが分かった。

11．結論

外国人労働者の代替的効果に関しては、近年の諸研

究と同じく、本研究も否定的な結果を導かれた。

そして国籍別の効果について、中国人、韓国・朝鮮

人労働力の受け入れは日本の賃金に顕著な影響を及ぼ

さないが、その他の国籍の労働者の導入はいずれも日

本の賃金に正の効果が存在していることをはっきりし

ていた。

しかし、欧米諸国の外国人労働者と東南アジア諸国、

南米系の外国人労働者は日本の賃金の増加に貢献する

仕方は異なるようである。８、９、10 の分析によれば、

欧米諸国から受け入れた外国人労働者は上層ホワイト

カラー型であり、ほとんど高度な技術職、管理職とし

て導入されていた。それらの上層ホワイトカラー職は

表７　ホワイトカラー率と賃金効果の比較

ホワイトカラー率平均値 グループ 平均賃金に対する影響
イギリス人 75.12% 上層ホワイトカラー型 正の効果
アメリカ人 70.05% 上層ホワイトカラー型 正の効果
その他の国籍の人 28.68% 混合型 正の効果
日本人 16.69% 日本人型 研究対象外
韓国・朝鮮人 15.80% 日本人型 効果なし
中国人 13.18% 日本人型 効果なし
フィリピン人 7.31% ブルーカラー型 正の効果
タイ人 7.20% ブルーカラー型 正の効果
インドネシア人 5.19% ブルーカラー型 正の効果
ベトナム人 4.52% ブルーカラー型 正の効果
ブラジル人 2.75% ブルーカラー型 正の効果
ペルー人 2.06% ブルーカラー型 正の効果

表６　多重比較によるグループ分け

A グループ B グループ C グループ D グループ
イギリス人 その他の国籍の人 日本人 フィリピン人
アメリカ人 韓国・朝鮮人 タイ人

中国人 インドネシア人
ベトナム人
ブラジル人
ペルー人

上層ホワイトカラー型 混合型 日本人型 ブルーカラー型
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元々高給であり、彼らを受け入れると全体的な賃金は

上昇させることにつながっている。

それに対して、賃金水準の低いブルーカラー労働者

比率が多い東南アジア諸国、南米系の外国人労働者は、

日本でも同じように低い賃金水準のブルーカラー職に

就くことが多いはずであるにもかかわらず、結果とし

て日本の賃金を引き上げている。それは、中村（2009）

が指摘したように、生産性の低い資本の温存と大きく

関係している可能性がある。つまり、それらのブルー

カラー外国人労働者の受け入れが、安価な労働力を求

める資本流入をもたらし、需要曲線の変動が生じるこ

とで、最終的に全体的な賃金を上昇させることにつな

がっているのではないか。その一方で、本来高生産性

部門との競争の間に、淘汰されるべき技術水準の低い

設備しか持っていない企業は、廉価な外国人労働者に

支えられ、利益を出しているとも考えられる。その一

部の利益を労働者に還元するため、労働者の賃金は上

昇するように見えるが、実際にはブルーカラー職の外

国人労働者の搾取が存在する可能性も否めない。

また、中国人、韓国・朝鮮人の外国人労働者を導入

しても、日本の賃金水準に大きな影響を与えないが、

それはそれらの外国人労働者が経済的な同化を達成し

つつあることに関係しているのかもしれない。言い換

えれば、中国人、韓国・朝鮮人労働力を導入されても、

日本人と同程度の経済地位を達成でき、日本人労働者

と変わらない職業に従事するため、その導入が一般的

な日本人労働者を一人増やしたことと変わらない。そ

のため、平均賃金に与える影響も微弱であるという仮

説である。

経済的な同化の理論によれば、外国人労働者は一定

期間を経ったら、経済的な達成度は本国民に近づくよ

うになるとされている。しかし、12 国籍の労働者中

で、日本人と同じく経済的な達成度を有する C グルー

プに韓国・朝鮮人、中国人しか存在しておらず、理論

的知見と相反する結果になっている。とはいえ、外国

人労働者の経済格差状況は国籍によって顕著な差が存

在する。欧米諸国から来た外国人労働者たちは約 70

～ 80％の確率で上層ホワイトカラー職に就き、日本

人と経済格差が存在するというよりも、むしろ日本人

よりも容易に高い経済地位を達成できる。それに対し

て、東南アジア諸国、南米系の外国人労働者のそれは

10％以下にとどまり、上層ホワイトカラーに就くこと

ができるのは２% に過ぎない。欧米諸国の外国人労

働者より遥かに低いことはもちろんのこと、日本人と

比べても非常に低い水準といえる。その結果から、外

国人労働者と日本人労働者のみならず、外国人労働者

の間に経済的な達成格差も存在しているといえる。

また上層ホワイトカラー型である A グループに所

属した外国人労働者は先進国出身である反面、ブルー

カラー型の D グループに属する外国人労働者はすべ

て後発発展諸国であるため、外国人労働者の経済達成

は出身国の経済状況もしくは国の経済状況に関連する

他の要因（教育、給与水準）と大きく関連する可能性

が存在している。今後の課題として、それらの検討も

求められる。

注

（１） 学会誌編集委員会から論文修正の指示があり、

それに基づき、受賞論文に加筆・修正を行った。

（２） 2000 年・2005 年・2010 年・2015 年分のデータ

が存在しないため、2002 年・2007 年・2012 年・

2017 年のデータを使用する。

（３） 都道府県人口比率の 1 単位は 100% を意味する

ため、1% を増える効果は 20/100=0.2 に該当す

る。
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